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■第105回 建築士事務所協会全国会長会議概要 

1.日  時  平成20年12月2日(火) 14:05～16:45 

2.会  場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ｢桜の間｣ 

3.会議の構成者数及び出席者数 

  構成者数 正会員会長46名 

  出席者数  正会員会長46名(内､代理出席:福島会) 

4.出 席 者 

 国土交通省 

 住宅局建築指導課長   井上 俊之 

 住宅局建築指導課長補佐 大島 敦仁 

 日 事 連 

  名誉会長 小川 圭一 

 役  員 

 会  長  三栖 邦博 

  副 会 長  山本 茂男 山崎 善利 本澤 宗夫 

      鈴木 誠一 外木場久雄 八島 英孝 

 専務理事  髙津 充良 

  常務理事  北野  芳男 

  常任理事  木村  旭 佐野 吉彦 野呂 敏秋 

      原田 照行 髭右近外嘉 山田 美光 

  理  事  上野 浩也 上原 伸一 大野 和男 

馬場 錬成 水谷 達郎 宮原 克平 

横須賀満夫      

 監  事  大内 達史 岡田 利一 速水 可次 

  正 会 員 

北海道  吉田  宏   青 森  野呂 敏秋 

岩 手  髙橋    敏   宮 城    栗原 憲昭 

秋 田  鈴木 誠一   山 形    伊藤  剛 

福 島  渡邉  武   茨 城    横須賀満夫 

栃 木  本澤 宗夫   群 馬    山田 美光 

埼 玉  宮原 克平   千 葉    内田 久雄 

東 京  三栖 邦博   神奈川    上原 伸一 

新 潟  中村 優晴   長 野    新井 典夫 

山 梨  進藤 哲雄   富 山    近江 吉郎 

石 川  髭右近外嘉   福 井    神﨑  貢 

静 岡    山崎 善利   愛 知    岡田 利一 

三 重    田端  隆   滋 賀  藤村 亮一 

京 都  上野 浩也   大 阪    佐野 吉彦 

兵 庫    外木場久雄   奈 良    泉谷 良宏 

和歌山    岩橋 重文   鳥 取    足立 收平 

島 根    矢野 敏明   岡 山    木村    旭 

広 島    直井 稔征   山 口    香月 直樹 

徳 島    速水 可次   香 川    富岡  学 

愛 媛    中岡 数夫   高 知    山本 茂男 

福 岡    八島 英考   佐 賀    原田 照行 

長 崎    池田 賢一   熊 本    古川 裕久 

大 分    松井 健治   宮 崎    甲斐 孝明 

鹿児島    大原 達也   沖 縄    新城 安雄 

事務局 

事務局長 恩田 利昭､調査役 吉田  茂､ 

総務課長 前田 敏明 

5.議長･副議長  

  議 長 山本 茂男(高知会会長)､ 

 副議長 山崎 善利(静岡会会長) 

6.議事録署名人 

 三栖 邦博(日事連会長)､本澤 宗夫(栃木会会長)､ 

 山本 茂男(議 長) 

7.議  事 

この会長会議には､本会からの要請により､国土交通省の

井上建築指導課長が出席され､議事に先立ち改正建築士法
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の円滑な施行に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について説明を受ける

こととした｡ 

1)先ずはじめに､三栖会長より次の趣旨の挨拶があった｡ 

・建築士法の大改正により､建築士事務所に係る規定が

多く盛り込まれた｡法定団体として日事連及び単位会

は､社会から信頼される設計･監理に係る業界をつく

りあげていく必要がある｡ 

・改正建築士法では､設備･構造設計一級建築士の不足

や地域偏在等の課題もあり､本会としても建築設計議

員連盟に対して制度施行延期の要望を行うなどの活

動を行ってきた｡今後も将来にわたって運用される制

度としての施策が必要である｡ 

2)続いて国土交通省の井上建築指導課長より､資料8に基

づき､改正建築士法の円滑な施行に係るこれまでと今後

の取組みについて､構造･設備設計一級建築士数が不足･

偏在している状況等に鑑み､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ体制の構想等に

ついて､平成21年5月からの構造･設備設計一級建築士制

度の施行にあわせ､単位会に対し事前に単位会の実情に

合った地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置を依頼したい旨の説明があ

った｡ 

説明に続き､質疑応答が行われ､単位会における構造･設

備設計一級建築士の現状やその対応､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰのあり

方や今後の運営等についての発言があり､井上建築指導

課長より｢引き続き､皆様からの意見等をいただき､要望

があれば､国からも単位会の意見交換等の場へ極力説明

に伺いたい｣旨の発言があった｡ 

この件については｢協議事項8･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの対応につい

て｣で協議を行った｡ 

(1)協議事項1.平成20年度上半期事業報告及び収支報告に

ついて 

1)髙津専務理事､山田総務･財務委員長､佐野教育･情報委

員長､木村業務･技術委員長､野呂広報･渉外委員長及び

髭右近指導運営委員長より､資料1-1に基づき､平成20年

度上半期の事業報告について説明がなされた｡ 

2)北野常務理事より､資料1-2に基づき､平成20年度上半期

収支報告について､一般会計･福利厚生特別会計･適合証

明業務登録機関特別会計について説明がなされた｡ 

(2)協議事項2.平成20年度収支予算更正について 

北野常務理事より､資料2に基づき､平成20年度収支予算

更正について､管理建築士資格取得講習受講者数の増加

や､改正建築士法施行に係る対応で委員会等が数多く開

催されていること等で職員の時間外勤務が増加してい

ること等の理由及びそれに伴う当該科目の予算更正額

について説明がなされた｡ 

(3)協議事項3.建築士法改正に係る国等の動向及び日事連

の対応について 

髙津専務理事より､資料3に基づき､建築士法改正に係る

国等の動向及び日事連の対応について､改正建築士法の

施行に係る｢一級建築士の懲戒処分の基準(案)｣や｢建築

士事務所の開設者が請求することのできる業務報酬基

準改正案｣等のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄに対し国へ意見書を提出し

たこと､また､今後公表される工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)や

大学院におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ教育等の状況と対応等につい

て説明がなされた｡ 

(4)協議事項4.建築士事務所協会の建築士法に基づく法定

団体としての準備について 

北野常務理事より､資料4に基づき､平成21年1月5日より

改正建築士法の法定団体に係る規定の施行に伴い､日事

連は国土交通省へ､単位会は都道府県へ1月5日より2週

間以内に法定団体としての届出が必要であること､ま

た､法定法人として会員名簿を一般に供する業務及び苦

情の解決業務について等の対応が必要であることにつ

いて説明がなされた｡ 

(5)協議事項5.四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣及び解

説書の刊行について 

北野常務理事より､資料5に基づき､四会推奨標準様式

｢重要事項説明書｣及び解説書の刊行について主に以下

の趣旨の説明があった｡ 
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平成20年11月28日施行の改正建築士法により重要事項

の説明が義務化されたため､関係四団体で組織する｢重

要事項説明内容等検討会｣で上記様式を作成し､平成20

年10月31日より四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ(無料)

を開始すると共に､｢改正建築士法による重要事項説明

のﾎﾟｲﾝﾄ｣(解説書)を平成20年11月20日に発行した｡ 

(6)協議事項6.四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約

款改正検討委員会の報告について 

事務局より､資料6に基づき､｢四会連合協定建築設計･監

理業務委託契約約款改正検討委員会の報告｣として､約

款等については､平成20年11月28日施行の改正建築士法

の内容を反映させるため､改正版の発行時期が平成21年

2月下旬となる予定であること及び現行版(平成19年6月

20日改正版)への取扱いをﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公開すること等に

ついて説明があった｡ 

(7)協議事項7.公益社団法人への移行に関する対応について 

山田総務･財務委員長より､資料7に基づき､公益社団法

人への移行に関する対応について､これまで､日事連及

び単位会では｢公益社団法人｣の認定を円滑に進めるこ

とを目標に定款等の整備を行ってきた｡公益社団法人に

おける税制上の優遇措置について､場合によって一般社

団法人と課税額にあまり差がない場合もあるため､公益

社団法人の移行については更なる検討が必要であり､今

後5年の移行期間で他団体の動向や国･都道府県の認定

状況等を踏まえて公益社団法人への移行について検討

していくこととしている旨の説明があった｡ 

(8)協議事項8.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの対応について 

冒頭の井上建築指導課長からのｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について

の説明及びこれに係る単位会からの発言等を踏まえ､三

栖会長より次の考えが述べられた｡ 

構造･設備設計一級建築士制度において､設備設計一級

建築士数が偏在･不足している状況で､制度の円滑な施

行のための建築士法の改正や法施行の延期については

世論喚起を含めた形で更に国へ働きかけていくことが

必要である｡しかしながら､併せて自律的な監督体制の

確立の観点から､日事連及び単位会がｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に

協力する方向でも進めるべきであると考える｡皆様の意

見を伺いたい｡ 

以上の発言に続き､主に以下の発言があった｡ 

○単位会に地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設ける場合､国からの事務費

等経費の補助はあるのか｡ 

○既に県からｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置の要請があった｡日事連とし

ても国と事前協議を進め､単位会に情報発信していた

だきたい｡ 

○ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設置して運用を行った場合､その責任所在

を明確にして欲しい｡ 

○全単位会にｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設置する方向ならば､条件等を

国と協議していただきたい｡ 

○ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ業務とされている建築基準法と住宅瑕疵担

保法の相談窓口業務の対応について､その業務の実施

方法について十分検討して欲しい｡ 

○香川会では設置する方向で進めている｡沖縄会は国等

の働きかけもあり､平成20年10月に確認業務の遅れて

いる対策として沖縄独自のｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰとして立ち上げた｡ 

議長より､以上の協議事項(1)～(7)の内容について諮っ

たところ､特に意見はなくこれを了承した｡ 

また､｢協議事項8.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについて｣は､日事連も基本

的な枠組みについて国から打診されている段階である

ため､本日の議論等を踏まえて国とも更に協議を進め､

状況等について改めて単位会へ連絡することとした｡ 

(9)その他 

北海道東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会幹事会(秋田会)会長より､改正

｢告示1206号｣の国民周知及び啓発についてのお願いと

して､｢建築士事務所自らが国民への周知及び啓発行う

ことはもとより､全国紙に掲載を行うなど政府公報によ

る周知及び啓発をなされるよう日事連から国へ要望し､

その実現を図っていくことを検討いただきたい｡｣旨の

発言があった｡ 
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■平成20年12月 臨時常任理事会概要 

1.日  時 平成20年12月22日(月) 13:30～15:40 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

 常任理事会構成者数  14名 

 出席者数       13名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝   

 専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

 常任理事 佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､髭右近外嘉､ 

山田美光 

欠 席 者 木村 旭常任理事 

事 務 局 恩田利昭事務局長､前田敏明総務課長､ 

     吉田茂調査役 

5.議 事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

原田照行常任理事､髭右近外嘉常任理事 

(2)議事進行役の選任 

今回の議事進行は本澤宗夫副会長が行うこととなった｡ 

(3)協議事項 

1)建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について 

専務理事より､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想への対応につい

て資料1によって次の通り主旨及び概要の説明がなされた｡ 

本日協議すべき事項としては､①地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に

協力することについて②中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関し､一般社

団法人の設立及び活動等に協力することについて③設

備設計一級建築士制度への対応に関する当面の運動方

針についての以上3点である｡ 

次に12月2日の全国会長会議以降の動きとしては､12月8

日に改正建築士法に係る情報交換会(初回)が国と各団体

の事務局ﾚﾍﾞﾙで構成し開催された｡12月9日に国交省建築

指導課長と意見交換し､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想に係る日事連とし

ての方針を年内に回答するよう要請があった｡12月10日

は国交省建築指導課長から各都道府県に対し､｢改正建築

基準法及び改正建築士法の円滑化に関するﾋｱﾘﾝｸﾞについ

て｣を事務連絡し､結果を今月25日迄に報告するよう要

請｡この中で事務所協会に地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置を依頼｡

12月11日には､これを受けて日事連から各単位会会長に

｢建築設計に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置構想について｣を通知

し､国交省のｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想の概要及び常任理事会の年内

開催による対応協議を連絡｡同日､常任理事会の22日開催

を通知｡同日､関東･甲信越ﾌﾞﾛｯｸ協議会及び近畿ﾌﾞﾛｯｸ協

議会が開催され､国交省の担当官がそれぞれ出席｡12月15

日に改正建築士法に係る情報交換会(第2回)が開催され､

中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関する一般社団法人の設立等に関する

情報交換が行われた｡12月16日は三栖会長と山本政研会

長他が渡海衆議院議員(議連事務局長)と面談し､設備設

計一級建築士による法適合確認制度の施行に関して意見

交換をした｡以上の主な動きがあった｡ 

次に､全ての都道府県に設置する地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの基本業

務は①構造･設備設計一級建築士及び事務所等の紹介｡②

指定確認検査機関･適判機関等に対する苦情の受付｡③建

築基準法等の相談の取次ぎ(相談窓口の紹介)の3つであ

り､地域のﾆｰｽﾞに応じて行う業務として例示されている

ものは､地方の特殊事情によって単位会とは別個に設置

し実施されるもので､基本業務として単位会で実施する

ことを求められているものではない｡中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰは､

現在ある新･建築士制度普及協議会の構成団体が会員と

なって新たに一般社団法人として設立し､活動するもの

で､日事連等主要団体には2口以上(1口･10万円)の会費負

担が期待されており､他の団体では既に役員会で承認さ

れている団体もあると聞いている｡設立は1月中に予定さ

れている｡ 
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以上の説明の後､協議に移った｡ 

①地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に協力することについては､各ﾌﾞﾛｯ

ｸ協議会選出の副会長及び常任理事から現時点におけ

る各ﾌﾞﾛｯｸ協議会での協議状況､意見等の報告がなされ

た｡各ﾌﾞﾛｯｸ内の意見として､協力に積極的な単位会あ

るいは消極的な単位会があることや､いくつかのﾌﾞﾛｯｸ

での意見として協力せざる得ないとの報告がなされた

が､協議の結果､次のように全会一致で決定した｡ 

 建築士事務所協会が業務団体として今般､法定団体化

されたことを踏まえて､建築士事務所協会が中心的な

役割を担い､自律的な監督体制の確立の一環として地

方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業務を実施､協力することは重要である

との認識から､日事連としては単位会における地方ｻﾎﾟ

ｰﾄｾﾝﾀｰ設置に協力することとした｡ 

②中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関し､一般社団法人の設立及び活動等

に協力することについては､協議の結果､日事連は協

力することとした｡ 

次に､ 

③設備設計一級建築士制度への対応に関する当面の運動

方針について､会長より次の趣旨の説明がなされた｡ 

 本連合会は10月2日の自民党建築設計議員連盟(議連)

の総会で､設備設計一級建築士による法適合確認制度

の施行時期の延期または建築設備士の活用の措置を要

望した｡先般､その後の状況等について自民党建築設計

議員連盟の事務局長である渡海衆議院議員と打ち合わ

せを行った｡ 

 議連としては設備設計一級建築士による法適合確認制

度の施行が近づく来年3月の状況を勘案し､このままで

は制度の実施が困難であると判断した場合は､法施行

の延期について与野党を含めた議員立法も視野に入れ

て次の段階の行動を考えていきたい旨の発言があった｡ 

また､会長から単に制度に反対するのではなく､具体的

な提案が必要であり､提案にあたっては､困難な状況を

示すわかりやすいﾃﾞｰﾀや国会､行政､建築士､設備技術

者等の関係者の合意が必要であるとの趣旨の説明があ

った｡ 

以上の説明を基に協議の結果､本連合会として設備設計

一級建築士による法適合確認制度の施行時期の延期の問

題について､国会､行政､建築界､国民に対し理解が得られ

る対応方針等をまとめることとし､来年1月末までに各ﾌﾞ

ﾛｯｸより対応方針及び運動方針についての意見提出を求

め､2月常任理事会でその対応案をまとめることとした｡ 

<配付資料> 

資料1:協議すべき事項(案) 

関連資料:建築設計に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置構想について

(九州･沖縄ﾌﾞﾛｯｸ協議会としての各単位会の意

見)､日本経済新聞(平成20年12月22日) 

 

■第37回 建築設計制度等対応特別委員会･ 

第23回業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ合同会議概要 

日   時 平成20年12月12日(金) 14:05～15:25  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

<建築設計制度等対応特別委員会> 

委  員  長 三栖 邦博    

委   員 小林 志朗､佐々木宏幸､望月 淳一､ 

髙津 充良 

<業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ> 

主   査 斉藤 俊夫 

委   員 大池 真人､近藤 敏春､近藤 剛啓､ 

佐々木宏幸､立田 千秋､水谷 孝行 

事務局:北野､吉田､恩田､鈴木 

(欠 席 者 建築設計制度等対応特別委員会 

     －岡本 賢副委員長 榊原 信一､佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1:12/3第4回中央建築士審査会の抜粋資料 

資料2:11/26第12回工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会幹事会の

抜粋資料 
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資料3:｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律｣の施行に係る関係資料 

議事1.業務報酬基準改定案の中央建築士審査会での報告に

ついて(資料1) 

中央建築士審査会での業務報酬基準改定案の状況について

三栖委員長より報告､佐々木委員より補足報告があった｡ 

・12月3日に中央建築士審査会が開催され､業務報酬基準

(改定案)が提出された｡新業務報酬基準は､平成21年1月

7日に公布の予定である｡ 

・審査会では､工事監理の部分には指導監督の項目は含ま

れる等の意見があった｡ 

・複合用途については｢複数の類型の混在する建築物は､本

表には含まれない｡｣の表記がある｡ 

・定期的な業務量等の見直しについては､(幹事会WG時に)

国は､団体が最終的なﾃﾞｰﾀとりまとめまで行った情報の

利用は検討してもよいとの発言があった｡ 

・新業務報酬基準と同時に出される予定の､国からの技術

的助言(住宅局長通知)は幹事会WGでは検討しない｡解説

書は2月末を目途に幹事会WGで作成作業を進めている｡ 

議事2.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･同幹事会の中間報告

について(資料2) 

平成20年12月5日に開催された工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員

会･幹事会合同会議等の状況について佐々木委員より主に

以下の説明があった｡ 

・委員会で資料として提出された工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)

で､｢工事監理｣と｢監理業務｣部分について､工事監理の

業務と建築士の独占業務をｲｺｰﾙとした方がよいとの日

事連からの意見について､了承され､反映されることと

なった｡ 

・今後12月16日に幹事会WGが開催されるため､意見を入れ

ることは可能である｡同25日に策定委員会･同幹事会が

開催され､最終的な確認を行う予定である｡ 

・このｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)は｢工事監理｣のみであり､他の各種監

理業務に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについては今後の課題となっている｡ 

報告等を踏まえ､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)等について意見が

あれば､12月15日までに事務局へ提出し､佐々木委員へ連絡

することとした｡ 

議事3.省ｴﾈﾙｷﾞｰ法改正に係るﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄへの意見の報告

について 

建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準等の改正に係るﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝ

ﾄへの対応について事務局より主に以下の報告があった｡ 

・当委員会､業務･技術委員会及び単位会に対し､意見の提

出依頼を行った｡これに対して単位会及び委員から意見

提出があり､12月10日に開催された業務･技術委員会で

検討を行い､意見をとりまとめの上､業務･技術委員長名

で国交省へ意見提出を行う予定であることを確認した｡ 

議事4.住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について(資

料3) 

住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について髙津委員よ

り主に以下の説明があった｡ 

・平成21年10月1日に住宅瑕疵担保履行法が完全施行され､

新築住宅を引き渡す場合の供託･保険による資力確保の

義務付けが開始される｡現在5つの保険法人が指定され

ている｡ 

・法の施行にあたって､現場検査員の確保(現場検査員講習

の実施等予定)､保険窓口の設置､基礎･防水等の設計施

工基準の見直し､業界団体と保険法人の対応状況につい

てのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ､消費者向けPR活動等が課題とされている｡ 

・住宅瑕疵担保保険における5つの指定保険法人の設計施

工基準について､国交省は統一した基準で運用したい意

向であり､建築関係団体に対して説明会を開催したいと

のことであった｡ 

・12月2日の全国会長会議にも当資料を提出し､単位会会長

に意見照会を行ったが､現在のところ意見等の提出はな

い｡12月10日の業務･技術委員会でも説明を行い､斉藤業

務･技術委員が､業務･技術委員長と調整の上､検討内容

をとりまとめて国交省へ提出することとしたい｡ 

検討の結果､上記の手順で国交省へ検討内容を提出するこ
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ととした｡ 

議事5.その他 

○次回委員会日程(建築設計制度等対応特別委員会) 

 平成21年2月6日(金) 10:00～12:00 日事連会議室 

○業務報酬基準WGは､業務報酬基準に係る解説書等への対

応で必要に応じて開催することとした｡ 

 

■第3回 教育･情報委員会概要 

日  時 平成20年12月18日(木) 13:10～15:30  

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

委 員 長 佐野 吉彦(日事連常任理事) 

副委員長 宮原 克平(日事連理事) 

委  員 高橋 邦雄､遠山 紀芳､國分 恵之､尾添 信行､ 

中岡 数夫､福島 正継 

事 務 局 北野芳男､恩田利昭､上原規子､市川貴之､ 

今泉光裕 

特別出席 伊原 俊一((株)構造ｼｽﾃﾑ) 

欠 席 者  担当理事 山崎 善利(日事連副会長) 

<配付資料> 

第2回 議事録 

資料1:業務支援ｻｰﾋﾞｽ提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの価格改定申請 

資料2:平成21年度教育･情報委員会事業計画(案) 

資料3-1:｢建築CPD情報提供制度｣への参加に係る検討につ

いて  

資料3-2:｢建築CPD情報提供制度｣理解のためのQ&A 

資料4:大学院実務経験審査委員会資料 

資料5-1:｢建築士定期講習｣基本計画(20年度分) 

資料5-2:｢建築士定期講習｣ﾃｷｽﾄについて 

資料5-3:｢建築士定期講習｣講師説明会のご案内 

資料6-1:｢管理建築士みなし講習｣受講状況 

資料6-2: 平成21年度上期｢管理建築士講習｣実施計画 

資料6-3:｢管理建築士講習｣ﾃｷｽﾄ(追補部分抜粋)  

資料6-4:｢管理建築士講習｣標準時間割の変更  

資料6-5:緊急時対応にかかる管理建築士講習の実施について 

参考1:みなし告示､登録講習機関告示等 

参考2:｢開設者･属する建築士に対する研修｣の基本的方向

性と研修科目の例 

1.業務支援ｻｰﾋﾞｽにおける一部のｿﾌﾄｳｪｱの提供価格変更に

ついて(資料1) 

業務支援ｻｰﾋﾞｽｿﾌﾄｳｪｱ(1次･2次診断ﾊﾟｯｸ〔DOC-RC/SRC〕･

(株)構造ｼｽﾃﾑ)の提供価格変更について､資料1に基づ

き､事務局及びｿﾌﾄ提供会社担当の伊原氏より説明があ

った｡ 

・改正建築基準法によるｿﾌﾄのﾊﾞｰｼﾞｮﾝ管理の厳格化､利

用者ｻﾎﾟｰﾄに関する費用等の増加に伴い利用料につい

て､現行6,825円から13,650円(週/税込)に改定したい｡ 

 検討の結果､1次･2次診断ﾊﾟｯｸの価格改定について了

承し､1月15日に業務支援ｻｰﾋﾞｽのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに告知する

と共に必要な事務作業を行うこととした｡ 

 なお､委員からｿﾌﾄの技術的な質問があり､回答は伊原

氏より文書(ﾒｰﾙ)で日事連を通じて行うこととした｡

併せてｾﾐﾅｰ等を開催する等､ｿﾌﾄの普及に努めて欲し

い旨を伊原氏に伝えた｡ 

2.21年度事業計画案について(資料2) 

事務局より､21年度事業計画案について説明があった｡ 

・法定団体としてふさわしい各種講習･研修制度の充実､建

築CPD情報提供制度の導入に係る情報提供･ｻﾎﾟｰﾄ､業務支

援ｻｰﾋﾞｽの普及推進､更には建築士事務所に関する情報収

集･分析等を進めていくこととしたい｡ 

○事務所協会会員事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査は､法定の年次

報告のﾃﾞｰﾀを活用できないか｡ 

－基礎的ﾃﾞｰﾀ調査は今年度行う予定がｼｽﾃﾑ構築段階で遅れ

ている｡年次報告ﾃﾞｰﾀの活用は､法定外使用や調査のた

めに構築中のｼｽﾃﾑとの整合性､調査時期の問題で難しい

のではないか｡ 

検討の結果､資料2について2.CPD情報提供制度導入､｢管理

講習･開設者研修｣(指定講習)の知事指定の継続要望に係る
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一部文言を修正し､日事連の当該委員会に諮ることとした｡ 

3.建築CPD情報提供制度への対応等について(資料3-1､資料

3-2) 

事務局より､建築CPD情報提供制度への対応等及び､制度を

理解するためのQ&A(資料3-2)について説明があった｡ 

・前回(10/15)委員会で単位会での取り組み体制等につい

て検討を行った｡その後､委員長と事務局でも協議し､当

委員会はもとより主として①､②について常任理事会で

の合意形成も必要であるとして当委員会で検討を行った｡ 

①建築CPD情報提供制度への参加について､単位会がﾌﾟﾛ

ﾊﾞｲﾀﾞとなることを日事連から依頼するのではなく､

地域の事情を勘案し､単位会の自発的な参加を呼びか

ける形で進めたいこと｡ 

②日事連が全国的に企画･開催する講習等は日事連がﾌﾟ

ﾛﾊﾞｲﾀﾞとして､単位会が主として行う講習会等は単位

会がﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞとなって講習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ申請･認定を行っ

ていきたいこと｡ 

・ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞが負担するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定手数料は､年間5万円(当

該年度3月まで･回数制限なし)､または1ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑごと5千

円である｡ 

・日事連を介した単位会のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定申請は､迅速な対応

が難しいため行わない｡ 

・日事連は単位会が制度へ参加する際は必要な情報提供な

どの協力を行うと共に講習会等のﾆｰｽﾞの把握を行い､必

要な講習等の企画につとめる｡ 

説明に続き､主に以下の発言等があった｡ 

○日事連を介してのﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ登録はできないか｡ 

○単位会の積極的な姿勢を示すためにも単位会がﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

登録を行った方がよい｡ 

○法定団体として積極的な建築CPD情報提供制度への参加

は必要である｡ 

検討の結果､単位会や制度を取り巻く状況を踏まえ､必要に

応じて制度参加への対応は見直すこととするが､基本的に

は資料3-1の方針で資料等は委員長一任として2月20日の常

任理事会に資料を提出することとした｡ 

4.大学院における実務経験の審査基準等について(資料4) 

佐野委員長より｢大学院実務経験審査委員会｣における､大

学院における実務経験の事前確認審査状況及び大学院にお

ける実務経験の審査基準(案)の検討状況等について報告が

あった｡ 

5.建築士定期講習について(資料5-1～資料5-3) 

事務局より主に以下の報告があった｡ 

・平成20年度の単位会ごとの基本計画(資料5-1)､ﾃｷｽﾄの

進捗状況として目次を確定する段階まで進んでいるこ

とについて報告があった｡(資料5-2) 

・講師説明会を東京で1月30日に､大阪で2月4日に開催す

ることとしている(資料5-3)｡開催時間が決まり次第単

位会へ連絡する｡なお､講師説明会と模範講習のDVDの作

成を予定している｡ 

6.管理建築士講習について(資料6-1～資料6-5) 

事務局より､管理建築士資格取得講習､管理建築士講習につ

いて主に以下の報告があった｡ 

・管理建築士資格取得講習は約3万4千人の受講があり申込

数に対して非常に高い受講率であった状況(資料6-1)等

について報告があった｡ 

・平成21年度上半期の単位会ごとの管理建築士講習実施計

画(資料6-2)､改正建築士法に係る政省令部分を追補した

ﾃｷｽﾄを作成したことについて報告があった｡(資料6-3) 

・管理建築士講習では､品質に関する科目の午前と午後の

時間配分を変更する旨の報告があった｡(資料6-4) 

・管理建築士が不測の事態で不在となる場合の特例措置と

して行われる臨時建築士講習(DVD講習)について､都道

府県の証明を添付した形で登録講習機関(財)建築技術

教育普及ｾﾝﾀｰが対応･開催することについて報告があっ

た｡(資料6-5) 

・開設者･属する建築士に対する研修については､講習及び

研修ｼｽﾃﾑ等整備ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑで基本的方向性が示されてい

るが､今後単位会等のﾆｰｽﾞ等の調査を行い､当委員会で
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具体的な方策について今後検討していくこととしたい｡

(参考-2) 

7.その他 

○次回教育･情報委員会日程について 

 次回委員会開催予定 

 平成21年2月26日(木)14:00～16:00 日事連会議室 

※状況により日程調整を行うこととした｡ 

 

■第2回 業務･技術委員会概要 

[日 時] 平成20年12月10日(水) 14:00～16:40 

[会 場] 日事連会議室 

[出席者] 

委員長:木村旭 副委員長:上野浩也 

委 員:冨田賢一､斉藤俊夫､安藤 誠､宮崎清史､伊藤光洋､ 

三原秀樹 

担当副会長:八島英孝 

特別出席:(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ 中川孝昭 

日事連事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､千浜 

{配付資料} 

資料1:平成20年度上半期事業報告 

資料2:賠償責任保険関係資料 

資料3:建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正についての

意見の提出依頼 

資料4:四会連合協定契約書式の改正版発行時期及び当面

の措置 

資料5:建築技術基準･建築制度運用調査委員会及び各WGの

発足について 

資料6:｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律｣関係資料 

資料7:ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの体制について 

資料8:中央建築士審査会-業務報酬基準(改定案)資料 

資料9:四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び解説

書の発行について 

資料10:(部外秘)工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･幹事会関係

資料 

資料11:平成21年度事業計画(案) 

議事1.平成20年度上半期事業報告について 

○事務局より資料1により業務･技術に関する上半期の8項

目の事業について報告がなされ､確認した｡ 

議事2.建築士事務所賠償責任保険制度の現状報告等について 

○(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ･中川氏が特別出席し､資料2に基づいて

賠償責任保険制度の加入状況が報告された｡ 

・耐震診断事業の関係で東京会の加入が伸びている｡全体

としては前月比27事務所の増加である｡ 

・現在､士法改正に対応した保険内容の改訂作業を行って

いる｡構造(設備)設計一級建築士が法適合確認を行った

場合や住宅瑕疵担保保険制度へのﾌｫﾛｰができるよう検

討している｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・加入率ｱｯﾌﾟと保障の充実の双方が望まれるが､加入率を

一挙にｱｯﾌﾟすることはむずかしい｡保険料が高くても保

障の充実を求める事務所もあると思われるので業務･技

術委員会で保険会社もまじえ､具体的に議論する必要が

ある｡ 

・事例としてこのような金額の保障がされたなどの具体例

を提示してほしい｡ 

→次回委員会で(有)日事連ｻｰﾋﾞｽより具体例を提出するこ

ととなった｡ 

議事3.建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正についての意

見の提出について 

○国交省建築指導課より意見提出の依頼のあった省ｴﾈﾙｷﾞｰ

判断基準及び届出書式の改正内容につき業務･技術委員

会としての意見のとりまとめ方法などを検討した｡ 

・現在提出されている単位会､業務･技術委員会､業務報酬

WG委員の意見などを上野副委員長がとりまとめ､12月15

日までに事務局宛送付することとした｡事務局でﾊﾟﾌﾞﾘｯ

ｸｺﾒﾝﾄの体裁にまとめ､業務･技術委員長名で国交省建築

指導課へ提出することとした｡ 
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議事4.四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改

正作業の検討状況等について 

○四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改正作

業の検討状況等につき資料4に基づき事務局より報告さ

れた｡ 

・業務報酬基準の改定告示に示される標準業務内容との整

合をはかるため､契約書式等の発行時期は平成21年2月

中旬以降となる｡ 

・現行の契約書式は11月28日の改正建築士法の施行後､同

法と整合しない部分が生じるため､11月28日以降に使用

する場合の注意点および改正建築士法第24条の8の｢書

面の交付｣の書式について建築設計関係四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

に掲載し対応を図った｡ 

議事5.建築技術基準調査委員会･建築制度運用調査委員会

の状況報告について 

○建築技術基準･制度運用調査委員会の発足と検討状況に

つき資料5により事務局より報告された｡ 

・日事連からは業務･技術委員会､構造技術専門委員会より

以下のように委員を派遣している｡ 

構造基準調査WG－西構造技術専門委員会委員長 

RC造SWG－太田構造技術専門委員会委員 

S造SWG－関構造技術専門委員会委員  

構造基準解説作成WG及びSWG－藤村構造技術専門委員会

委員 

基本問題調査WG－上野業務･技術委員会副委員長､西構造

技術専門委員会委員長 

・基本問題調査WGの当面の検討事項として日事連が提出し

た構造計算適合性判定業務の円滑化に係る3項目が挙げ

られている｡ 

議事6.住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について 

○｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律｣の

施行(平成21年10月1日施行)に係る状況が資料6により

事務局より説明された｡ 

・今後は設計施工基準に基づいて設計段階より配慮してい

かないと保険を受けられない可能性が出てくる｡屋根の

勾配などはﾃﾞｻﾞｲﾝを制約するおそれもあり､国交省でも

改善できるところは改善していくこととして近く建築

関係団体に対して説明会を開催する予定である｡斉藤委

員が説明会に出席予定なので設計施工基準につき意見

等があれば斉藤委員宛提出する｡ 

・今後の進め方については､説明会後に問題点等を斉藤委

員がまとめ､各委員にﾒｰﾙで送付して意見交換をし､最終

的には委員長に一任することとした｡ 

議題7.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想等について 

○国交省建築指導課より建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの構想が示さ

れ､地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを事務所協会にお願いしたいとの要

請を受けた旨､資料7により事務局より説明された｡同課

では年内に対応を決めたいとのことである｡ 

・構造(設備)設計一級建築士は地方では資格者が少ないの

で紹介してもあまり意味がないのではないか､職員数の

少ない単位会には負担になるのではないかなどの意見が

出された｡対応については臨時常任理事会に一任するこ

ととした｡ 

議題8.業務報酬基準改定の状況について 

○中央建築士審査会において業務報酬基準(改定案)の審議

がなされ､最終的な告示として公示されるのは来年の1

月初旬となる予定であることを資料8により事務局より

報告した｡ 

・告示に示されない標準外業務は､通達等で大枠が示され

る予定｡ 

・解説書は(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰより3月頃に出され

る予定｡ 

議題9.四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び重要

事項説明解説書の発行について 

○四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び重要事項

説明解説書の発行について資料9により事務局より説明

された｡ 

・｢重要事項説明内容等検討会｣において四会推奨標準様式
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｢重要事項説明書｣を作成､10月31日より四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

及び(財)建築行政情報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞを開

始した｡ 

・重要事項説明解説書｢改正建築士法による重要事項説明

のﾎﾟｲﾝﾄ｣を11月20日に発行した｡ 

・日事連では､今後単位会､ﾌﾞﾛｯｸ協議会等で行われる講習

会等にそなえ｢｢重要事項説明のﾎﾟｲﾝﾄ｣講師説明会｣を開

催した｡ 

議題10.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定の状況報告について 

○資料10により工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案の策定の状況について

事務局より報告された｡ 

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは12月末に公表される見通し｡3月中にはﾊﾟﾝﾌﾚｯ

ﾄ､ﾏﾆｭｱﾙ等が作成される｡ 

・工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案は業務報酬基準の工事監理はこの程

度が望ましいということを示したもので必要最低限のも

のである｡ 

議題11.平成21年度事業計画(案)について 

○平成21年度事業計画(案)について資料11により以下の計

画が事務局案として示され承認した｡なお今後同案の修

正､追加が生じる場合は､委員長､副委員長に一任し､常

任理事会､総会に諮ることとした｡ 

1.建築設計･監理業務委託契約約款等改正についての対応 

2.業務報酬基準(建設省告示第1206号)の改定の普及お

よび調査研究 

3.工事監理業務ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案の普及および調査研究 

4.構造技術基準調査委員会および建築制度運用調査委

員会についての対応 

5.建築士事務所賠償責任保険制度の加入促進 

 ○(有)日事連ｻｰﾋﾞｽとの連携強化 

6.業務･技術に関する講習の事業 

○建築士事務所の業務としての震災建築物の被災度区

分判定基準および復旧技術指針講習会の継続実施 

7.技術者人件費に関する調査研究 

8.耐震診断､耐震改修を実施する建築士事務所の情報提供 

9.その他､業務･技術に関すること 

○構造技術専門委員会と業務･技術委員会の連携につき､上

野副委員長より業務･技術委員会から構造技術専門委員

会への委員の出席あるいは構造技術専門委員会委員長

の業務･技術委員会への出席が必要ではないかとの意見

が出され､次回委員会で方針を決定することとした｡ 

◎次回委員会 

 平成21年2月25日(水)14:00～16:30  日事連会議室 

 

■第2回 広報･渉外委員会概要 

日  時 平成20年11月10日(月) 13:30～16:00 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

委員長･野呂敏秋､副委員長･横須賀満夫､ 

委 員･沖野 覚､新井典夫､吉田勝則､下西伊佐男､ 

山下卓治､国吉真正 

担当副会長･外木場久雄 

<配付資料> 

資料1:日刊建設通信新聞社からの特集企画提案への対応

及び国土交通省宛｢改正建築士法｣周知特集号発行

に係る協力について 

資料2:憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案) 

資料3:平成20年度上半期事業報告(案) 

資料4:改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ残り業務 

議 事 

1.憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)について 

改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでは､単位会に対し憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(改行

箇所､書体､枠)を提示する必要があるとして､ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)の

検討を行い､資料2のとおり決定した｡なお､憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝを使

用する際､憲章に単位会名を併記することについては単位

会の判断に任せること､制定年月｢平成20年5月｣について

は､憲章に含めた形で決定されているため､表示することが

了承された｡ 

本日決定した憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)を11月常任理事会に報告する
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こととした｡ 

2.改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑの進捗状況について 

事務局より､前回委員会報告後のﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑの作業状況の説

明を行った｡ 

前回委員会報告後の作業として①名刺･封筒等への｢○○建

築士事務所協会会員｣表示の推奨(9月29日)及び②日事連ﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞに｢入会案内｣入口の設置(10月30日)が終了してい

る｡ 

残り業務については､順次作業に取りかかることとする｡ 

なお､｢略称(愛称)の検討｣については､時期をみて検討する

こととしているが､｢日事連｣という略称を積極的にPRした

ら良いのではないかとの意見が出された｡ 

また､作業項目にはないが､日事連ﾊﾞｯｼﾞのPRを会員へは会

誌で､単位会事務局へはﾊﾞｯｼﾞ販売の案内を定期的に行うこ

ととした｡ 

3.上半期事業報告(案)について 

事務局より､広報･渉外に関する平成20年度上半期事業報告

(案)を説明し､内容を協議した結果､以下の修正を行い常任

理事会に報告することとした｡ 

・｢建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施｣に関する項目に､以下の一

文を追加する｡ 

ｾﾐﾅｰﾃｷｽﾄ｢安心して家を建てるには｣については､平成21

年度に内容を改訂することとした｡ 

4.日刊建設通信新聞社からの特集企画提案への対応及び国

土交通省宛改正建築士法周知特集号発行提案に係る協

力について 

日刊建設通信新聞社から､来年1月5日に日事連及び単位会

が法定団体となることについての記念特集号の企画の申し

出があった｡ 

 目 的  行政､建築･土木関係団体､設計事務所等に建

築士事務所協会及び連合会が法定団体とな

ることを正しく理解してもらう｡ 

 頁 数  2頁＋特集部分の別刷り(1万部) 

内容(案) 金子国土交通大臣ｺﾒﾝﾄ､対談(井上建築指導

課長･三栖会長)､関係団体会長ｺﾒﾝﾄ､改正建

築士法のﾎﾟｲﾝﾄ 

 発行日  12月中旬 

 費 用  105万円＋別刷り10万5千円 

会長より､広報活動の一環として本委員会で議論してほし

いとの要請があったこと､また費用については上半期監査

会で予算更正を行い､広報費の上乗せをして対応できる旨

事務局から説明があり､協議の結果､以下のとおり決定し

た｡ 

・特集を組むことについては了承する｡ 

・新聞社提案の紙面内容に加えて､一般消費者が読んでも

わかるような内容を盛り込んだ記事を掲載する｡ 

・追加記事の具体的内容については､野呂委員長と事務局

で相談の上決定する｡ 

また､日刊建設通信新聞社が国土交通省に対して企画提案

している､建築士制度の広報に係る経費負担に協力する旨

の説明が事務局よりなされた｡ 

次回委員会 平成21年1月20日(火) 13:30～16:00 
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■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

  ２月１８日 総務・財務委員会 

２０日 常任理事会 

２３日 改正法周知ワーキングチーム 

２５日 業務・技術委員会 

２６日 教育・情報委員会、 

    四会連合協定建築設計･監理業務委託契

約約款改正検討委員会  

  ３月 ２日 臨時常任理事会 

３日 建築設計制度等対応特別委員会 

 ６日 理事会、政研役員会 

 ９日 構造技術専門委員会 

１３日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契

約約款改正検討委員会 

２４日 指導運営委員会 

３０日 予算総会、全国会長会議、常任理事会、 

    政研総会 

   （八重洲富士屋ホテル） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



■1月末単位会構成員在籍・賠償責任保険制度加入状況

期 間　　平成21年1月1日～1月31日

北海道 657 - 2 5,707 11.5 213 32.4
青　森 140 - 1 1,245 11.2 30 21.4
岩　手 278 1,353 20.5 55 + 1 19.8
宮　城 263 - 4 2,757 9.5 51 19.4
秋　田 174 1,678 10.4 45 25.9
山　形 195 1,658 11.8 46 23.6
福　島 179 + 1 2,104 8.5 49 27.4
茨　城 501 2,773 18.1 130 + 2 25.9
栃　木 173 1,840 9.4 87 50.3
群　馬 175 2,340 7.5 89 50.9
埼　玉 568 + 9 6,274 9.1 92 16.2
千　葉 403 + 2 4,491 9.0 88 + 1 21.8
東　京 1,330 + 71 18,300 7.3 306 + 4 23.0
神奈川 759 7,662 9.9 145 + 2 19.1
新　潟 280 2,924 9.6 95 33.9
長　野 557 - 1 2,945 18.9 112 20.1
山　梨 117 1,091 10.7 12 10.3
富　山 267 + 25 1,572 17.0 51 19.1
石　川 258 1,664 15.5 53 20.5
福　井 267 + 21 1,189 22.5 56 21.0
静　岡 520 4,030 12.9 128 + 1 24.6
愛　知 630 + 2 6,039 10.4 137 21.7
三　重 185 + 1 1,722 10.7 63 34.1
滋　賀 202 1,492 13.5 33 + 1 16.3
京　都 270 2,610 10.3 79 29.3
大　阪 1,050 8,101 13.0 175 + 2 16.7
兵　庫 503 4,481 11.2 130 + 2 25.8
奈　良 133 1,103 12.1 18 13.5
和歌山 118 916 12.9 24 20.3
鳥　取 85 648 13.1 42 49.4
島　根 158 935 16.9 51 + 1 32.3
岡　山 469 1,934 24.3 57 + 1 12.2
広　島 384 3,040 12.6 110 28.6
山　口 127 1,610 7.9 37 29.1
徳　島 102 1,161 8.8 14 13.7
香　川 105 1,550 6.8 15 14.3
愛　媛 129 1,526 8.5 22 17.1
高　知 151 - 3 895 16.9 16 10.6
福　岡 541 + 14 4,491 12.0 130 24.0
佐　賀 171 789 21.7 30 + 1 17.5
長　崎 228 + 3 1,112 20.5 38 16.7
熊　本 227 1,713 13.3 80 + 1 35.2
大　分 208 - 1 1,189 17.5 38 18.3
宮　崎 145 1,554 9.3 70 48.3
鹿児島 320 1,700 18.8 74 23.1
沖　縄 175 + 1 1,470 11.9 42 24.0

計 14,877 + 138 129,378 11.5 3,458 + 20 23.2
※建築士事務所登録数は平成20年3月末日現在の数字である。

加入率(C／A)

賠償責任保険
単位会 構成員数(Ａ)

登録数(Ｂ) 増　減加入率(A／B)

 建築士事務所登録

加入数(Ｃ)
増　減


